
１．経営成績等の概況

（1）経営成績に関する分析 

 ①当連結会計年度の経営成績                           （単位：百万円） 

  平成２９年３月期 平成３０年３月期 増減額 増減率 

売上高 ３１２，５５９ ３２０，０４７ ＋７，４８７ ＋２．４％ 

営業利益 ２１，５０１ ２４，９２０ ＋３，４１８ ＋１５．９％ 

経常利益 ２１，９８５ ２６，６６４ ＋４，６７８ ＋２１．３％ 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
１６，５７３ １９，３０３ ＋２，７３０ ＋１６．５％ 

 

 当期における国内経済は、全般的に緩やかな回復傾向にはあるものの、力強さを欠く状況で推移しました。一方、米

国経済は、雇用環境の改善が続く等、各経済指標は回復の兆しを示しております。欧州経済は、英国のＥＵ離脱による

見通し不透明感から景気に減速感がありました。アジア経済は、一部で一服感はあるものの、中国をはじめとして景気

の持ち直し基調が見られました。 

 このような情勢のもと、当社グループは、平成25年２月に策定した中期経営計画「シチズングローバルプラン2018」

のもと、製造革新を進め収益力強化を図るとともに、真のグローバル企業となるべく、時計事業を中心に新たな成長戦

略を推進してまいりました。 

 当期の連結業績は、売上高は3,200億円（前期比2.4％増）、営業利益は249億円（前期比15.9％増）となり、増収増

益となりました。また、経常利益は266億円（前期比21.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は193億円（前期比

16.5％増）と、いずれも増益となりました。 

 

（時計事業） 

 ウオッチ販売のうち、“CITIZEN”ブランドの国内市場は、都市部を中心にインバウンド需要の回復が顕著でした。

高価格帯のEco-Drive One、CAMPANOLAやThe CITIZENの限定モデルのほか、PROMASTERも好調に推移しました。しかしな

がら、当社の主力である中価格帯の需要は勢いを欠き、全体では減収となりました。 

 海外市場においては、市場により濃淡はあるものの、引き続き市場の緩やかな回復が続き、増収となりました。北米

市場は、期初から続く大手流通の店舗整理や在庫調整の影響を受けたものの、下期を中心に回復を示したことから、増

収となりました。欧州市場は、個人消費が冷え込む英国やイタリアでの売上が伸び悩む一方で、ドイツでの販売が堅調

に推移し、円安の追い風もあり増収となりました。アジア市場は、経済活動の緩やかな拡大を背景に市場が徐々に力強

さを取り戻し、特に中国は、オンライン流通、実店舗流通ともに、販売が拡大しました。 

 “BULOVA”ブランドは、主要市場である北米全体の流通再編等の影響がありましたが、新たな販売チャネルの獲得に

努めた結果、横ばいとなりました。 

 “Q&Q”ブランドは、アメリカ市場で好調を維持し、増収となりました。 

 “Frederique Constant”ブランドは、アジア地域向けを中心に、堅調に推移しました。 

 ムーブメント販売は、市場の回復に力強さを欠いており、また、高付加価値商品の需要が伸び悩んでいる影響を受け

て、減収となりました。 

 以上の結果、時計事業全体では、中価格帯の需要の回復が当社の想定よりも遅れている中、中期経営計画の施策であ

るマルチブランド戦略の効果等があり、売上高は1,637億円（前期比0.1％増）と、増収となりました。営業利益におい

ては、重点施策の一つである高価格帯製品の販売が好調に推移したこと等による製品単価の上昇や製品ミックスによる

収益性の改善もあり、161億円（前期比11.7％増）と、増益となりました。 

 

（工作機械事業） 

 国内市場は、自動車関連及び半導体製造装置関連を中心に販売が堅調に推移し、増収となりました。 

 米州市場は、医療関連を中心に設備投資需要が旺盛となり、増収となりました。 

 欧州市場は、自動車関連を中心に堅調に推移したドイツや、優遇税制の後押しを受けたイタリアが市場全体を牽引

し、増収となりました。 

 アジア市場は、中国で主要業種全般が堅調に推移したほか、アセアン地域でも自動車関連及び精密関連が底堅く推移

し、増収となりました。 

 以上の結果、工作機械事業全体では、国内外の好調な市況と当社グループの独自技術であるＬＦＶ（低周波振動切

削）搭載機が寄与し、売上高は640億円（前期比28.9％増）と、大幅な増収となりました。営業利益においては、好調

な市況を背景とした大幅な売上増と高単価機種の伸長を受け、104億円（前期比63.0％増）と、大幅な増益となりまし

た。 

 

（デバイス事業） 

 精密加工部品のうち、自動車部品は、国内、北米、欧州及び中国向けでブレーキ部品を中心に堅調に推移しました

が、スマートフォン向けスイッチが大きく落ち込み、精密加工部品全体では減収となりました。 
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オプトデバイスのうち、チップＬＥＤは、照明向けの競争環境が激化する中、車載向け及びアミューズメント向け等が

堅調に推移しました。また、バックライトは、車載向け製品の売上が拡大したほか、照明ユニットも売上を伸ばし、オ

プトデバイス全体では増収となりました。 

 その他部品については、水晶デバイスがＩｏＴ市場の拡大による需要増を受けて堅調に推移した一方で、強誘電性液

晶マイクロディスプレイの需要が弱含んだ結果、その他の部品全体では減収となりました。 

 以上の結果、デバイス事業全体では、オプトデバイスが売上を伸ばしたもののスイッチの落ち込みの影響を受け、売

上高は655億円（前期比5.6％減）と、減収となりました。営業利益においては、売上の減少により、27億円（前期比

30.2％減）と、減益となりました。 

 

（電子機器事業） 

 情報機器は、フォトプリンターが大幅な増収となったほか、ＰＯＳプリンター、ラベルプリンターも堅調に推移しま

したが、大型ドットプリンターにおける市場規模の縮小と前期にあった特需の反動により、情報機器全体では減収とな

りました。なお、大型ドットプリンターについては、今後も収益改善が見込めない状況であることから、当期末をもっ

て撤退することといたしました。 

 健康機器は、国内市場で血圧計が伸び悩んだほか、海外市場においては、中東向けが伸長したものの、米州向けと中

国向けの販売が落ち込んだ結果、減収となりました。 

 以上の結果、電子機器事業全体では、注力するフォトプリンター、ＰＯＳプリンター及びラベルプリンターが総じて

堅調に推移したものの、大型ドットプリンターの大幅な落ち込みを補うには至らず、売上高は205億円（前期比5.5％

減）と、減収となりました。営業利益においては、売上高は減収となったものの、収益改善に向けた取組みを進めた結

果、５億円（前期比1.2％増）と、増益となりました。 

 

（その他の事業） 

 宝飾製品は、国内消費マインドに回復の兆しが見られず、主力のマリッジリングが苦戦したほか、展示会においても

売上を伸ばすことができませんでした。また、球機用機器事業からの撤退に伴う売上減の影響もあり、その他の事業全

体で減収となりました。 

 以上の結果、その他の事業全体では、主に宝飾製品の伸び悩みにより、売上高は61億円（前期比23.8％減）と、減収

となりました。営業利益においては、不振が続いていた球機用機器事業からの撤退により、一定の収益改善が図れたも

のの、宝飾製品の売上減により、３億円（前期比8.2％減）と減益となりました。 
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②翌連結会計年度の見通し                            （単位：百万円） 

  平成３０年３月期 平成３１年３月期 増減額 増減率 

売上高 ３２０，０４７ ３３０，０００ ＋９，９５２ ＋３．１％ 

営業利益 ２４，９２０ ２５，０００ ＋７９ ＋０．３％ 

経常利益 ２６，６６４ ２６，５００ △１６４ △０．６％ 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
１９，３０３ １７，０００ △２，３０３ △１１.９％ 

 

セグメント別売上高明細                               （単位：百万円） 

  平成３０年３月期 平成３１年３月期 増減額 増減率 

時計事業 １６３，７１８ １７５，０００ ＋１１，２８１ ＋６．９％ 

工作機械事業 ６４，０４９ ６６，０００ ＋１，９５０ ＋３．０％ 

デバイス事業 ６５，５９６ ６３，０００ △２，５９６ △４．０％ 

電子機器事業 ２０，５８０ ２０，０００ △５８０ △２．８％ 

その他の事業 ６，１０２ ６，０００ △１０２ △１．７％ 

売上高合計 ３２０，０４７ ３３０，０００ ＋９，９５２ ＋３．１％ 

 

セグメント別営業利益明細                             （単位：百万円） 

  平成３０年３月期 平成３１年３月期 増減額 増減率 

時計事業 １６，１８３ １７，０００ ＋８１６ ＋５．０％ 

工作機械事業 １０，４４３ １０，５００ ＋５６ ＋０．５％ 

デバイス事業 ２，７８２ ３，０００ ＋２１７ ＋７．８％ 

電子機器事業 ５１３ ５００ △１３ △２．６％ 

その他の事業 ３１１ ３００ △１１ △３．８％ 

消去又は全社 △５，３１３ △６，３００ △９８６ － 

営業利益合計 ２４，９２０ ２５，０００ ＋７９ ＋０．３％ 

 

 今後の経済情勢について、国内経済は、引き続き緩やかな回復傾向にあるものの、消費全体に力強さを欠く状態が続

いております。海外においては、米国経済は、経済環境は改善傾向で推移しており、今後、個人消費への波及が期待さ

れます。欧州経済は、依然として先行き不透明な状況が続きながらも、主要国を中心に底堅く推移する見通しです。ア

ジア経済は、中国経済が回復傾向で推移している他、アジア新興国も徐々に改善期待が高まっております。

 このような状況のもと、翌連結会計年度の業績につきましては、売上高3,300億円（前期比3.1％増）、営業利益250

億円（前期比0.3％増）、経常利益265億円（前期比0.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益170億円（前期比

11.9％減）を予想しております。 

 また、予想為替レートは1US$＝110円、1ユーロ＝135円を想定しております。 

 当連結会計年度の実績は1US$＝111円、1ユーロ＝129円でした。 
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（2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ162億円増加し、4,121億円となりました。資産の内、流

動資産は、現金及び預金が113億円、たな卸資産が62億円増加したこと等により、178億円の増加となりました。固

定資産につきましては、投資有価証券が15億円、建設仮勘定が９億円増加した一方で、のれんが16億円、繰延税金

資産が８億円、土地が８億円減少したこと等により、15億円の減少となりました。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ、社債が100億円減少した一方で、長期借入金が49億円、未払法人税等が22億

円、支払手形及び買掛金が14億円、短期借入金が10億円、電子記録債務が10億円増加したこと等により17億円増加

し、1,484億円となりました。 

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、為替換算調整勘定が10億円減少した一方で、利益剰余金が

138億円、その他有価証券評価差額金が15億円増加したこと等により144億円増加し、2,637億円となりました。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より２億円収入が減少し

325億円のキャッシュを得ております。これは主にたな卸資産の増加額67億円、法人税等の支払額52億円等による

減少要因がありました一方、税金等調整前当期純利益が274億円、減価償却費が137億円、仕入債務の増加額が26億

円となりましたこと等によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より199億円支出が減少し、78億円の支出となりまし

た。これは主に有形固定資産の売却による収入52億円、投資有価証券の売却による収入21億円等による増加要因が

ありました一方、有形固定資産の取得による支出が155億円となりましたこと等によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より89億円支出が減少し、117億円の支出となりまし

た。これは主に長期借入れによる収入86億円等による増加要因がありました一方、社債の償還による支出が100億

円、配当金の支払額が54億円となりましたこと等によるものであります。 

 この結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ127億円増加し、当連結会計年度末には、906億円とな

りました。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、配当及び自己株式取得の合計額の親会社株主に帰属する当期純利益に対する比率を「株主還元性向」と捉

え、３年間の平均で30％以上とすることを基本方針としております。配当につきましては、連結業績との連動と安定

配当のバランスを勘案し決定をいたします。 

 当期の期末配当金につきましては、従来の１株当たり普通配当 8.50 円に、記念配当 5.00 円を加え、１株あたり

13.50円とさせていただく予定であります。これにより、当期の年間配当金は１株当たり22.00円となる予定です。 

 なお、次期の年間配当につきましては、安定配当と来期の業績動向等を総合的に勘案いたしまして、１株当たり

20.00円とさせていただく予定です。 
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（4）事業等のリスク 

  当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。 

 

① 当社グループの各事業のリスクについて 

 当社グループは、時計、工作機械、デバイス、電子機器等の製造販売を主な事業とし、全世界で事業展開を行って

おります。そして、ユーザーは一般個人のほか、多種多様な製造業にまで広範囲に渡っております。従って、当社グ

ループの業績は、多岐に渡る変動要因の影響を受けます。その要因の主なものは以下のとおりです。 

 

時計事業 

 時計事業においては、ウオッチでは国内競合メーカーのほか、スイス高級腕時計メーカー、中国製普及価格帯時計

メーカー、スマートウオッチメーカー等との競争も激しく、また、携帯電話等の時計機能代替製品との競争も内在し

ております。ムーブメント事業においては、中国メーカーの台頭等に基因する競争環境の激化により単価下落の環境

にあるものの、当社は価格競争とは一線を画す戦略の為、数量減少及びシェア低下の可能性があります。 

 

工作機械事業 

 工作機械事業は、景気サイクルや企業の設備投資需要の影響を受けやすく、また競争環境においては国内メーカー

との競争の他、アジアメーカーとの競争も激しさを増しています。尚且つ、世界的に市場が活気を呈しており、工作

機械部材の需給バランスが崩れ、部品調達が難しくなる可能性があります。また、製造およびサービスの人員不足に

陥る可能性があります。 

 

デバイス事業 

 デバイス事業は、技術革新が早く企業間競争も激しいことから、販売価格の下落や開発等の遅れ等が業績に大きく

影響を及ぼす可能性があります。精密加工部品においては、販売先であります自動車メーカーや携帯電話メーカーの

動向に影響を受けます。オプトデバイスにおいては、シチズン電子株式会社による不適切行為の対象製品である照明

用ＬＥＤ部品について、損失の発生等により業績に影響を及ぼす可能性があります。また、一部製品では、特許実施

許諾の契約を結んでおりますが、何らかの事情により提携関係が解消され、特許の実施許諾が受けられない状態にな

った場合、当事業に影響を与える可能性があります。 

 

電子機器事業 

 電子機器事業は、景気変動による設備投資、個人消費の影響を受けやすく、また、国内競合メーカーはもとより、

中国等の電子機器メーカーとの競争が激しく、技術革新が早いことから、販売価格の下落や開発等の遅れ等が業績に

影響を与える可能性があります。 
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② 海外売上依存度について 

 当社グループの製品の売上高における海外比率は高く、また、全世界に販売されております。このため、各地域に

おける景気・消費動向は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当該地域の政治的・経済的

な社会情勢が、同様に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 為替変動のリスクについて 

 上記②のとおり、当社グループの製品の売上高における海外比率は高いため、為替予約及び通貨オプション等によ

るリスクヘッジを行うとともに、海外生産の拡充・強化を推し進めておりますが、当社グループの業績は為替変動の

影響を受けます。 

 

④ 中国生産依存度について 

 当社グループの製品は、４割以上を海外拠点で生産しており、主な生産拠点は中国に有しております。そのため、

中国において何らかのトラブルによる生産の支障及び、生産に支障をきたすような規制等が実施された場合、または

人民元が大幅に切り上げられた場合等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑤ 減損損失について 

 当社グループの資産の時価が著しく下落した場合や事業の収益性が悪化した場合には、減損会計の適用により固定

資産について減損損失が発生し、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。 

 

⑥ 特許及びその他の知的財産について 

 当社グループが研究開発及び生産活動を行う中でさまざまな知的財産権にかかわる技術を使用しており、それらの

知的財産権は当社グループが所有しているもの、あるいは適法に使用許諾を受けたものであると認識しております

が、当社グループの認識の範囲外で第三者から知的財産権を侵害したと主張され、係争等が発生した場合には、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 特に一部製品において、特許実施許諾の契約を結んで製造を行っておりますが、何らかの事情により提携関係が解

消され、特許の実施許諾が受けられない状態になった場合、当事業に影響を与える可能性があります。 

 

⑦ 地震等の自然災害によるリスクについて 

 当社グループの本社・工場等の設備安全について火災・地震などの自然災害の発生時に、人的被害・工場などの設

備破損が生じないよう、防災シミュレーション活動などを通じて管理体制の確立を行っております。しかしながら、

想定以上の地震等が発生した場合、生産活動や商品供給に支障をきたしたり、復旧などにかかる費用などで業績及び

財務状況に大きな影響が出る可能性があります。 

 

⑧ Ｍ＆Ａ及び業務提携等に関するリスクについて 

 当社グループは、Ｍ＆Ａや業務提携等を通じた事業基盤の強化に取り組んでおります。これらを実行するにあたっ

ては、対象企業の入念な調査、検討を行いますが、未認識債務の判明等や事業の展開等が計画どおりに進まない場

合、当社グループの経営成績や財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨ 借入金のリスクについて 

 当社グループの借入金の一部は、取引先金融機関とシンジケート・ローン契約及びコミットメント・ライン契約を

締結していますが、これらの契約の財務制限条項に抵触した場合には、借入金の繰上返済請求を受けることがあり、

当社グループの財務状態に影響を与える可能性があります。 

 

⑩ その他のリスクについて 

 上記以外でも、当社グループの業績は、急激な技術革新等による社会インフラや市場競争状態の変化、当社グルー

プの財務的・経営的状況の変動、国内外の主要市場における貿易規制等各種規制、株式市場や債券市場の大幅な変動

により多様な影響を受けます。 

 

- 7 -

シチズン時計 (株)   (7762) 平成30年３月期　決算短信


